











































































































よって適用地域を漸次的に拡張して1918年 7 月 1 日に全面施行に至った
（ 7 ）
。朝

















）と不動産登記法（法律第536号）は、1960年 1 月 1 日か
ら施行された。
　不動産登記法は、条文187カ条と附則 5 カ条からなる法律として、第 1 章
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ければならず（同法40条 2 項）、（ 3 ）登記所は所有権の保存または移転の登
記をしたときは、遅滞なく40条 2 項の契約書の謄本を添付して課税資料とし
て不動産所在地を管轄する税務署長に送付することを定めた（同法11条の
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2 ）。


















て登記すること（同法 1 条）、（ 2 ）1974年12月31日以前に法律行為によって
行われた譲渡についてのみ、本法の適用があること（同法 3 条）、（ 3 ）台帳
上の所有者に代わって、登記の移転を受けていない譲受人が、地籍移動申告
（例えば、土地の移動または建物変更の表示）ができるようにすること（同
法 5 条）、（ 4 ）本法10条の確認書に基づいて所有権保存登記と所有権移転登
記ができるようにすること（同法 6 条）、（ 5 ）以上の手続による登記に対す
る異議は公告期間内にしなければならないこと（同法11条）、（ 6 ）本法によ


































（同法15条 1 項）、当該用紙には表題部および 1 棟の建物を区分した各区を置
き（同法16条の 2 ）、集合建物の所有および管理に関する法律による建物の


















































































記を申請したりしてはならず（同法第 6 条）、これに違反したときには 3 年




ず、これに違反したときには 3 年以下の懲役または 1 億ウォン以下の罰金に
処した（同法 8 条 1 号）。（ 5 ）名義信託による所有権移転登記を原則的には
禁じ、例外的に租税賦課を免れようとする等の目的がない場合には、登記申
請時に大法院規則が定める書面の提出を強制した（同法 7 条）。これに違反
した場合には、 1 年以下の懲役または 3 千万ウォン以下の罰金に処する（同














































として制定された（同法 1 条）。詳しい内容は、以下のとおりである。（ 1 ）
1995年 7 月 1 月からは、不動産の物権変動についての登記名義は、必ず真正
権利者の名義でなければならないとし、他人と結んだ名義信託約定は無効と
した。契約名義信託の場合を除き、名義信託約定による不動産の物権変動は
無効とした（同法 3 条、 4 条
（39）
）。（ 2 ）他人名義で登記をした名義信託者に対
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しては、不動産価額の 3 割を課徴金として賦課し、課徴金の賦課があっても
自分名義へ移転しない場合には、 1 年目には不動産価額の 1 割を、 2 年目に







（ 5 ）本法の施行前（1995年 7 月 1 日以前）に不動産に関する物権を、名義
信託によって名義受託者の名義で登記し、または、登記させた名義信託者
は猶予期間内（ 1 年）に実名登記を行うこととした（同法11条 1 項）。さら
に、真正権利者の帰責事由なく他の規定によって実名登記または売却処分な
どができない場合には、その事由の消滅から 1 年以内に実名登記または売却





























　第 3 （2008年 3 月21日、法律第8922号）に、法律の文章をハングルで書
き、難しい用語は分かりやすく変更し、長くて複雑な文章は簡潔にする等、
一般国民が理解しやすいように条文を整備することとした。





6 条、前掲注42を参照）。（ 2 ）登記簿の電算化に合わない規定または用語お













は、本法の施行時（2006年 1 月 1 日）に所有権保存登記がなされていない





た（同法 2 条）。（ 2 ）本法の適用範囲は、1995年 6 月30日以前に、売買・贈
与・交換など法律行為によって事実上譲り渡された不動産、相続を受けた不
動産、所有権保存登記がなされていない不動産とした（同法 3 条）。（ 3 ）未
登記不動産を事実上譲り受けた者は、確認書を添付して台帳所管庁に所有名
義人の変更登録または復旧登録ができるようにし、その台帳に基づいて自己
名義への登記ができるようにした（同法 6 条）。（ 4 ）上記の確認書は、委嘱
を受けた 3 人以上の証明書を添付して書面で申請し、現地確認を経て発行す
るようにした（同法 9 条、10条）。（ 5 ）本法は、2006年 1 月 1 日から2007年
12月31日まで効力を有し、本法の施行中に確認書の発行の申請がある場合に
は、失効後も 6 カ月までは本法による登記申請ができるようにした（同法附
則 1 条、 2 条）。
　 6 　電算化登記の変遷
（45）
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めに設けられた。しかし、事実上の所有権は、未登記譲受人に何らかの権利
を与えるためというよりも、未登記譲受人に税金といった公的負担を課する
































































































































































































































































































































































































よそ 3 年間の猶予期間があった。しかし、新生独立国であり、かつ1950年から 3 年
にわたった戦争の余波が残っていた当時の状況に鑑みれば、順調な道のりでなかっ
たことは当然であろう。








（ 4 ・完）民商法雑誌66巻 3 号～ 6 号（1972）、同「不動産二重売買における第二買
主の悪意と取引の安全　　フランスにおける判例の『転換』をめぐって　　」比較
法学 9 巻 2 号（1974）、同「フランスにおける不動産取引と公証人の役割　　『フ
ランス法主義』の理解のために（ 1 ）・（ 2 ）」早稲田法学56巻 1 号・ 2 号（1981）
のような学術的研究文献は、韓国法については存在しない。
（ 6 ）朝鮮不動産登記令は、条文 4 カ条、附則 5 カ条、全 9 カ条の制令であった。早
川保次『朝鮮不動産登記ノ沿革』37頁以下（大成印刷社出版部・1921）。
（ 7 ）1914年以前には所有権の公証制度の一種である証明制度が実施されていたが、
本令によって1918年 7 月 1 日までは証明制度と登記制度とが並行されており、土地
調査事業の終了とともに証明制度は廃止され、登記制度だけを施行するようになっ
た。詳しくは、金炳華『続近代韓国裁判史』208頁（韓国司法行政学会・1976）、鄭
周洙「不動産登記法制 50年의 沿革的 考察（ 1 ）」司法行政53（ 9 ）（2012）61頁以
下を参照。
（ 8 ）米軍制令21号（以前の法令等の効力に関する件、1945年11月 2 日）の 1 条（法
律の存続）は、「あらゆる法律または朝鮮の旧政府が発布し、法律的効力を有した
規則、命令、告示その他文書として1945年 8 月 9 日現在で行使されているものは、
その間すでに廃止されたものを除き、朝鮮軍政府の特殊命令で廃止するまで全効力
が存続する……」として従前に日本によって定められた法律の効力を認めた。







































































（24）もっとも、同法の施行は 1 年後の1985年 4 月10日であった。
（25）鄭周洙・前掲注（ 7 ）75頁。
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（29）正式には、第 4 章の 2 「電算情報処理組織による登記事務に関する特例」177条
の 2 から、177条の 8 までである。
（30）改正の理由は、登記公務員とすると、登記所の一般公務員と区別ができないか
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島）とその付属島嶼とする
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（39）同法 3 条 2 項は、例外として債務の弁済を担保するための物権の移転にはその
旨を記載した書面を登記官に提出するようにした。ちなみに、この書面に虚偽があ





































































（61）崔鐘吉「物権的 期待権（ 1 ）～（ 5 ・完）」第 6 巻第 2 号～第 6 号（1965）、金
曾漢「物権的 期待権」『民法論集』111頁以下（博英社・1980）、丁玉泰「物権的 















（68）郭潤直・前掲注（54）145～146頁、同「exceptio rei venditae et traditae 의 現























（77）前記Ⅱで紹介した特別法では 「事実上の所有者」、 または、 「事実上取得した者」 
と表現されている。
（78）分配農地所有権移転登記等に関する特別措置法 2 条（前記Ⅱ　 1 ）。
（79）林野所有権移転登記に関する特別措置法 1 条（前記Ⅱ　 1 ）。










な実質的要件は備えたケースをいう（大法院2003. 10. 23. 宣告2002두5115判決など
を参照）」と定義している。大法院2005. 1. 13. 宣告2003두10343判決。
（83）梁亨宇・前掲注（61）284～285頁。
（84）大法院1989. 2. 14. 宣告87다카3073判決、大法院1990. 11. 13. 宣告90다카25352
判決、大法院1990. 12. 27. 宣告90다카25208判決、大法院1993. 10.8. 宣告93다28867
判決、大法院1996. 4. 12. 宣告95다55245判決、大法院1996.8.20. 宣告96다18656判
100　早稲田法学会誌第69巻 2 号（2019） 韓国における不動産登記の法的位置づけ（李）　101
決、大法院1997. 7. 25. 宣告96다47494判決など。




（86）大法院1971. 3. 23. 宣告71다290判決。










（89）大法院1999. 3. 18. 宣告98다32175全員合議体判決。
（90）尹喆洪、前掲注（53）212頁、梁亨宇・前掲注（61）286頁。
（91）元来、ローマ法は「Nemo plus iuris ad alium transferre potest quam ipse 
habet. 何人も自分の有する以上の権利を他人に与えることはできない（D 50. 17. 
54〔Ulpianus libro XL VI ad edictum〕）」というが、公信の原則はこのようなロ
ーマ法の例外である。
（92）ドイツの文献として、Baur/Stüner, Sachenrecht, 18. Auflage, 2009, S. 170ff.; 
Jan Wilhelm, Sachenrecht, 5., völlig neu bearbeitete Auflage, 2016, Rn. 689ff.; 
Wolf/Wellenhofer 著・大場浩之＝水津太郎＝鳥山泰志＝根本尚徳訳『ドイツ物権
法』330頁以下（成文堂・2016）など。韓国の文献として、宋德洙『物権法〔第 2



















































（112）姜泰源 「不動産登記의 公信力에 관한 考察」 延世法学研究第 1 巻 （1990） 356頁。
（113）權英俊・前掲注（100）69～70頁、최승영「우리나라 不動産登記制度의 改善
法案에 関한 研究」民事法研究第12輯第 1 号（2004）201頁、金相容「不動産登記
의 公信力과 不動産物権의 善意取得에 関한 韓・独比較」法学研究第18巻第 3 号 1
頁、박철호「不動産登記의 公信力 付与를 위한 試論的 提言」法学研究第18巻第 1
号（2010）283頁など。
（114）郭潤直 「登記原因証書의 公証」 서울大学校法学第27巻 2 ・ 3 号 （1986） 1 頁以
下、구연모「不動産登記의 真正性 保障에 関한 研究」서울大学校博士学位請求論
文（2013）268頁以下。














を認める （＝反対しない） という結論付けである。權英俊・前掲注 （100） 12～13頁。
（120）2017年 5 月に成立した「民法の一部を改正する法律」を指し、本法は2020年 4
月 1 日から施行される。
（121）法務部『民法（財産法）改正資料集Ⅰ』233頁（2004）。このような意見に対し
て、一般原則として不動産の善意取得を認めることは望ましくないという反対意見
もあった。
（122）法務部・前掲注（121）235頁。
（123）法務部・前掲注（121）235～236頁。ちなみに、登記簿と不動産台帳の一元化
も、費用の観点から同様に除外された。
（124）このような政府の動きの背景には、所有権の移転などの私法的目的よりは、不
動産投機を防ぐための政策的意図が強かった。
（125）法務部・前掲注（121）235～236頁。しかし、公証の主体については特定して
いなかった。
（126）法務部・前掲注（121）241頁。白泰昇委員の意見。
（127）法務部・前掲注（121）242頁。南孝淳委員の意見。
（128）法務部・前掲注（121）241～242頁。蘇在先委員と李英俊委員の意見。
（129）移転登記にかかる費用と税金の免除などにより、 不動産登記の履行を奨励した。
（130）不動産登記簿の電算化やオンライン申請といった最新技術の適用がその例であ
る。
（131）このような観点について、權英俊・前掲注（100）69頁以下の結論は有益な示
唆を与えている。
